
山形県エネルギー戦略の概要

エネルギー政策基本構想

［目指すべき本県の姿］

○再生可能エネルギーの供給基地化
自然環境との調和を図りつつ、再生可能エネルギー資源を利用した新たな電源の開発を積極的に進めることに

より、県内への安定供給体制を整備するとともに、広域的なネットワーク機能を有する電力会社の系統線と連系し
た供給網を通じて県外にも供給する。

○分散型エネルギー資源の開発と普及
再生可能エネルギー及び代替エネルギーによる「電力」と「熱」の地域分散型の供給体制を整備するとともに、地

域内での統合利用の普及を促進し、省エネの推進と併せて、いわゆるエネルギーの地産地消と災害に強いシス
テム構築を進める。

○グリーンイノベーション（再生可能エネルギーの導入拡大等を通じた産業振興）の実現
ものづくりの基盤技術などの本県の優位性を活かし、ものづくり産業や農業を始めとする各産業分野との連携

による技術開発に先行して取り組むとともに、再生可能エネルギーの導入拡大を通じた県内産業の振興やエネ
ルギーの地域需要の創出などを通じた地域活性化につなげていく。

基本構想期間 策定から平成４３年（２０３１年）３月までの２０年

［エネルギー資源の開発目標］

風力、太陽光、地熱

○エネルギー種別毎の導入方向

太陽光 バイオマス 中小水力
地中熱 太陽熱 雪氷熱 等

…大きなパワーを生み出す電源として開発・活用を促進

…分散型の電源・熱源として活用・導入を促進

○「電源」と「熱源」の開発目標

2030年の開発目標

2020年の開発目標

「電源」と「熱源」の総和として、2030年において電力換算で100万kW（発電能力）の新たなエネルギー資源の開
発を目指す。 （概ね原子力発電所１基分に相当する規模）

101.5万kW（23億100万kWh） 電源 87.7万kW（19億6,000万kWh） 熱源 13.8万kW（ 3億4,100万kWh）

67.3万kW（12億8,300万kWh） 電源 57.0万kW（10億2,900万kWh） 熱源 10.3万kW（ 2億5,400万kWh）

（エネルギー政策推進プログラムの展開期間）

（エネルギー政策基本構想期間）

○省エネによるエネルギー消費量削減目標

省エネ設備の導入や技術開発、県民・事業者の率先行動等による省エネについて、山形県環境計画の目標年次
である2020年におけるエネルギー消費の削減量を目標とする。

2020年のエネルギー消費量削減目標

19億6,300万kWh 電源 8億4,000万kWh 熱源 11億2,300万kWh

（山形県環境計画の目標年次）

再生可能エネルギーを中心としたエネルギー供給基盤を整備し、エネルギーの安定供給を図るとともに、地域
の中にエネルギー源を分散配置することにより、生活や産業活動に必要なエネルギーを地域の中から生み出し、
産業の振興・地域の活性化と、より安心して暮らせる持続可能な社会を創り上げ、次世代につないでいく。



【設備導入への補助制度の創設】
・設備導入に際しての補助等支援制度の創設

【施工方法･組合せの標準化、推奨モデルの提示(家庭)】
・戸建て及び集合住宅モデル

【山形エコハウスの普及（家庭）】
・県内関連業界の連携により地域特性に応じた「地域

推奨モデル」の創出、普及
・推奨モデル普及のための支援制度等の創設

【新たなファイナンススキームの創設（事業所）】
・普及促進のための金融面で支援制度の創設

【ＥＳＣＯ事業の推進（事業所）】
・山形版ＥＳＣＯの提示、普及

【環境マネジメントステムの導入（事業所）】
・省エネ、省資源活動を通じたコスト削減の取組み

【規制への対応】
・総合特区制度、内閣府規制緩和策等、国の支援制度

の活用
・県、市町村による環境との調和に配慮した立地調整

への関与などの協力体制整備
【出力変動対応機能の整備、提供】

・系統接続を容易にする共同利用型の出力変動対応機
能の整備

【ファイナンススキームの構築】
・発電所等設置費に係る制度融資等支援制度の創設

【補助等によるインセンティブの導入】
・固定価格制度の対象外となる経費（事前調査等）へ

の支援制度の創設
【推進体制の構築】

・行政、大規模事業者による課題解決に向けた協議会
の設置

○エリア供給

【公共施設への率先導入】
・県及び市町村関係施設への導入
・ＥＳＣＯ事業の導入

エネルギー政策推進プログラム

－家庭及び事業所・公共施設への導入促進
－エリア供給システムの構築

○再生可能エネルギーの開発促進と地域導入

○代替エネルギーへの転換（低炭素型エネルギーの導入拡大）

○省エネの推進

１ エネルギー政策の柱

２ 施策展開の視点

○大規模事業の県内展開促進

○地域分散型の導入促進

３ 施策展開の期間

※平成３３年度以降１０年間の政策推進プログラムは、固定価格買取制度の抜本的な見直しの動向を踏まえ検討

策定から平成３３年（２０２１年）３月までの１０年 （中間年の平成２８年度（２０１６年度）に見直し）

４ 主な施策の展開
～ 大規模事業の県内展開促進～

《風力、太陽光、地熱》

～地域分散型の導入促進～
《太陽光、バイオマス、中小水力、地中熱、天然ガス、雪氷熱等》

【事業主体の検討】
・地域エネルギー会社の創設に向けた検討

【規制への対応】
・県、市町村による特区類似制度創設（規制を緩和し
た誘導エリア設定）等

【出力変動対応機能の整備、提供】
・事業者が利用できる出力変動対応機能の整備

【ファイナンススキームの構築】
・発電所等設備費に係る制度融資等支援制度の創設

○家庭及び事業所 ○公共施設

山形県の20年後の姿（エネルギー政策基本構想）の実現に向けた具体的施策の展開方向

２０３０年２０２０年

基本構想期間（２０年）

エネルギー政策推進プログラム
施策展開期間（１０年）

エネルギー政策推進プログラム
見直し（２０１６年）

策定

戦略の計画期間


